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拡大が期待されるロボット市場
～ロボットは人手不足を改善する切り札

日本の雇用情勢を見ると、足元、失業率は低く、有効求人倍率は高くなっており、いずれもバブル期だった1990年
代初頭の水準となっています。しかし、当時とは異なり、現在は、労働人口の減少や雇用のミスマッチなどを背景と

した人手不足などが、一段と問題視されています。

政府は、様々な角度から問題解決に向け取り組んでいます。その中に、「ロボット新戦略（2015年1月公表）」があ

ります。同戦略は、単なる産業振興ではなく、労働問題解決を意識したものとなっており、「労働集約的で生産性が

低いプロセスや、単純な繰り返し作業、過重な労働等にロボットを大幅に導入することで、人手不足を補い、人材

を高付加価値分野で活かしていくことを目指す」などとしています。重点産業分野としては 製造業における中堅・を高付加価値分野で活かしていくことを目指す」などとしています。重点産業分野としては、製造業における中堅

中小企業や三品産業（食品・化粧品・医薬品産業など）、卸・小売業や宿泊・飲食業などのサービス分野、介護・医

療分野、インフラ・災害対応・建設分野の他、農林水産業・食品産業分野が挙げられています。これらの産業分野

では、人材不足をロボットの活用でカバーしようという構想が盛り込まれています。そして、ロボットの国内市場規

模については、2020年には2.4兆円へと成長させることが目標となっています。

ロボット産業は日々進化を遂げており、精度がより高まったロボットと人とがうまく協働することで、人手不足問題

の改善につながると考えられます 人手不足問題が改善し 企業の成長力が高まることで 賃金や雇用環境も改
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の改善につながると考えられます。人手不足問題が改善し、企業の成長力が高まることで、賃金や雇用環境も改

善され、それが個人消費の伸びにつながるといった経済の好循環が期待されます。ロボット産業の成長は、日本

の経済成長に、一役も二役も買うことが期待されます。

日本の雇用指標の推移
（1990年1月～2017年2月）

日本のロボット産業の市場規模

（兆円）
2035年には現在のコンビニの市場規模に

匹敵する約10兆円規模まで拡大が見込まれる
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足元の失業率は、これ以上は下がり
にくいといわれる「完全雇用」の水準
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日銀短観 雇用人員判断DI（全規模・全産業）の推移
（1990年1-3月期～2017年1-3月期）

（「過剰－不足」）
（％ポイント） 雇用が

過剰

（推計） （予想） （予想） （予想） （予想）

-60 
-40 
-20 

0 

90年 00年 10年

※上記は過去のものおよび予想であり、将来を約束するものではありません。

信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

（出所）2015年以降： NEDO（新エネルギー・産業
技術総合開発機構）の2010年4月公表予
想）、
2012年： 経済産業省がNEDOと同定義で
推計

雇用
不足

足元では大幅な雇用不足と
なっており、労働需給はひっ迫

（推計） （予想） （予想） （予想） （予想）
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